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れ、開発問題の核心に鋭く切り込んできた。

第一に、Kortenl990＝１９９５は、第三世界

の開発にかかわってきたＮＧＯの活動を総括

し、次のような発展段階モデルを提案した。

開発プログラムのレペルでいえば、①救援･福

祉、②自立に向けた地域共同体の開発、③持

続可能なシステムの開発、④地球規模の広が

りをもつ自律的な民衆の運動、という「4つの

世代」の発展段階モデルがそれである。この

｢NGOの４つの世代」論は、多くのＮＧＯ活動

家に影響を与えただけでなく、その後のＮＧＯ

や社会運動に関するいくつかの実証研究の基

準ともなっている。（２）この発展段階モデルを

支えるのは、上流で赤ん坊を川に投げ込んで

いる人がいるのに、下流で赤ん坊を救うこと

ばかりやっていていいのか、という問いかけ

である。自らの活動経験や広い見聞に裏打ち

された援助やボランティア活動の欺臘性への

具体的な批判は、いまだに多くのＮＧＯやボラ

ンティア活動にとって有効であろう。（３）

第二に、Kortenl995＝１９９７は、第三世界

開発問題の根源として、多国籍企業となって

巨大化した会社による世界支配を挙げ、その

実態を具体的に告発した。それは第三世界と

先進国（第一世界）とに共通する諸問題の根

はじめに：ＮＧＯの開発実践の到達

点

１ 

「民衆中心の開発フォーラム（People

CenteredDevelopmentForum)」の創設者

デイピッド・コーテン（DavidKorten)氏は、

いわゆる第三世界の開発にかかわるＮＧＯの活

動家であると同時に理論家として、最も注目

されている人物のひとりであるといってよい

だろう。（１）いずれもすでに邦訳が出ている３

冊の主著は、1990年代に入って次々と刊行さ
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を鋭く分析・解明した社会科学的な労作とし

て評価できる側面をもつと考える。さらに、

氏自身の独自なヒューマニズム的価値観を前

提とする視点によって見えてくる政策的連関

の見通しは、これまでの主流派的なものに対

する代替案として注目に値するものであるば

かりか、開発戦略論史上、画期的なものであ

ると考える。（７）

すなわち、２０世紀後半の冷戦時代、開発戦

略論の主流は、米ソ両陣営の軍事的．政治的

敵対を前提として、それぞれの枠組みの中で

経済成長を中心的に追求することによって、

冷戦的敵対の現実を含む全世界の諸問題を解

決することを標横していた。（８）このような戦

略論をもとに、両陣営による開発援助政策あ

るいは援助合戦が展開されたことはいうまで

もない。1991年のソ連解体を画期とする米ソ

冷戦の消滅後も、米側陣営の基本戦略に抜本

的な変化はない。米側陣営の戦略論の主流は、

国境を超えた資本主義世界経済の構築による

経済成長の追及であり、それは、ＷＴＯを推進

する開発戦略論となっている。このような主

流派に対して、すでに1980年代以降、貧困、

性差別、先住民問題を含む民族差別、環境破

壊などの諸問題の直接的解決を主張する社会

開発論的ともいうべき代替開発論が、これら

の諸問題に取り組むＮＧＯや国際機関などによ

って提起されてきた。（９）コーテンの議論は、

この社会開発論的な潮流に属しながらも、単

なる経済成長中心主義批判から一歩進んで、

源を明らかにする本として、世界的なベスト

セラーのひとつとなり、いわゆる新自由主義

的な多国籍企業主導のグローバル化に反対す

る社会運動を鼓舞した。（４）

第三に、Kortenl999＝２０００は、これまで

の開発のビジョンにとって替わるべき代替開

発のビジョンとその方向での文化的･政治的・

経済的な運動の世界的な広がりを詳細に描き、

いわゆる代替的なグローバル化の可能性を具

体的に示すものとして注目されている。（５）

こうして、ＮＧＯ論から支配体制論、代替戦

略論へと視点を変化させながら、第三世界の

変革からグローバルな南北問題そのものの

｢民衆中心」の方向での解決の展望へとコーテ

ン氏の所説は、拡大・深化しつつ展開されて

いった。とはいえ、これらの著書は、研究者

向けに、それぞれのテーマに関連する学界の

先行研究を網羅的に整理しつつ、アカデミッ

クに洗練された形で展開されているわけでは

ない。広範なジャンルをカバーする叙述には、

簡単明瞭にすぎるところもある。しかも、氏

は、ＮＧＯの活動家として、読者を実践活動の

参加へと鼓舞する意図を隠さない。このよう

な著者の叙述スタイルは、「価値自由」を標榛

して事実の因果関係のみを探求するのが学問

研究だとする立場からは、学問的成果として

は取りあげるに値しないものだという印象を

与えるかもしれない。（６）

それにもかかわらず､筆者は、コーテンの所

説が、２０世紀末における人間社会の権力関係

－３－ 
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経済成長の担い手としての「会社」と「会社

支配」の権力構造の解体を開発戦略の中心課

題とした。その場合、社会開発は、もはや従

来の経済開発の問題点を修正し、補完すると

いう意味で部分的、改良的なものではありな

い。それは、実質的には多国籍I企業の形をと

る、現代の巨大会社による、世界支配の権力

構造に対抗し、その全面的な変革を追求する

という意味で、社会革命的な戦略論となって

いる。このように、コーテンの議論は、これ

までのＮＧＯによる社会開発的な実践を集約

し、代替的経済開発を含む全面的な代替開発

戦略を提示した点で、画期的なものといわね

ばならない。

なお、コーテンが解決しようとした社会開

発論的な諸問題は、１９世紀以降の社会理論史

の中で提案されてきた、階級、ジェンダー、ネ

イション、エコロジー、公共圏といった概念

と密接なかかわりをもつ。コーテンの著作は、

このような社会理論の諸概念を明示的に駆使

して展開されているものでは決してない。し

かしながらそれは、階級・性差・民族に基づ

く差別や抑圧の解消、さらには自然破壊によ

る生存の危機をも視野に入れて普遍的人権の

実現をめざし、いわゆる国民国家の枠組みに

基づく国民（民族）形成・国民経済形成とい

った問題設定をとらず、地域コミュニティレ

ベルのコミュニケーション共同体の建設．自

立と、それらの共存・連帯に基づく世界秩序

をめざす明確な見通しを示そうとするものの

ように読み取れる。

そこで以下、階級、ジェンダー、ネイショ

ン、エコロジー、公共圏の順でコーテンによ

る「反会社」開発戦略の提案を分析的、批判

的に紹介しつつ、筆者の観点からみた今後の

理論的課題を覚書ふうに記しておきたい。

２階級：核心としての生産財の支配

コーテンの開発戦略論においては、地球上

の客体的自然に対して主体的自然としての人

間たちが働きかけを行い（人間と自然との物

質代謝)、人間たちの身体と生活とを維持し、

再生産していくという普遍的な事実との関連

で、人間どうしの関係をとらえ、そこから権

力の分割（民主主義）を構想するという発想

がある。すなわち、このような人間生活の再

生産過程における生産手段（生産財）の支配

という問題を核心とする経済的な関係によっ

て規定された人間集団としての「階級」どう

しの関係の中で、生産手段を支配する階級に

属する人々によって、経済的のみならず、政

治的、イデオロギー的な権力が行使されると

いう把握がある。⑩利潤を追求する会社とい

うシステムの廃絶をとく独自な代替開発戦略

は、そのような経済システムにかかわる権力

関係としての階級関係の変革問題として提起

されている。

もっとも、当初は､主流派の経済成長第一主

義的開発戦略に対して､第３世界の内部の権力

－４－ 
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関係と階級対立の現実を踏まえた対案を示す

ことに主力が注がれ、巨大化した多国籍企業

の世界支配を全面的に問題にする地点には至

らない。それは、彼が活動の拠点をアメリカ

に移して、アメリカを中心とする多国籍企業

の問題を変革課題の中心にすえるようになっ

てからのことである。やがて、アメリカでの

活動の中から、階級関係変革のイメージとし

て、「思慮深い市場（MindfulMarket)」論

が提起されてくる。以下、このような展開に

ついてまとめておこう。

ことはできなかった。共産主義政府は、一つ

の特権階級を別の特権階級で置き換えたにす

ぎなかったのである｡」（Ibid）

さらに、「権力者を一掃し切ることがおそら

く人間社会の能力を越えるものであるという

厳粛な事実」（Ibid.）とまで言いながらも、

コーテンはあくまで権力の問題にこだわり、

次のように「現実的に」対処しようとする。

「共産主義革命が暗に前提としながら常に失

敗してきた、権力者の駆逐などという大それ

た目標よりもずっと現実的なのは、権力者が

責任をもって弱い人々の利益に配慮するよう

仕向けることである。それは、一つには、権

力者たちの間にチェック.アンド・バランス

が働く構造をつくったり、人々の生活を左右

する立場にある者の言動をもっと責任のある

ものにする構造をつくることによって、達成

される。また、無力だった人々の政治意識を

高め、権力者の価値観を変えることによって

も、達成される｡」（Ibid.：168；214）

また、「政治の民主化と対をなして、公正第

一の持続可能な開発戦略の基礎をなす」

(Ibid.：１７３；221）とされる「経済の民主化」

について、次のように言う。

「経済の民主化の第一の目標は、生産財の支

配に対する幅広い民衆参加と団体交渉力の付

与・獲得によって経済力の公正な分配を図る

ことである」（Ibid.）

ここには、生産手段の支配から排除された

民衆の存在を問題の中心にすえ、民衆による

２－１．主流派批判から権力分析へ

Kortenl990＝1995では、すでに権力関係

を問題の核心だとする視点が表明されている。

｢開発問題の核心をなすのは制度と政治であ

る｡」（Kortenl990＝１９９５：１４４；186）

「開発の問題の本質をたどっていくと、最後

に力関係に突き当たる｡」（Ibid.：２１４；２７５：

邦訳は終章については抄訳になっている｡）

さらに階級対立にも注意が向けられる。

「階級間の対立は現実のものであり、私たち

はその現実に向き合わねばならない｡」（Ibid：

8,,.4；２４注２）

しかし、コーテンによれば、このような力関

係と階級対立の現実を変えることは極めてむ

ずかしい。

「『成功した』共産主義革命ですら、実際に

は階級および階級間の対立を完全に除去する

－５－ 
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生産手段の支配力の獲得を民主主義の課題と

する、すぐれてマルクス的な把握が見られ

る。ｕｐ

とはいえ、このような「制度や価値観の変

革」を達成すべき「民衆による開発運動」は、

｢マルクス主義のような階級闘争ではありえな

い。…運動が目標とするのは暴力のない世界

であり、運動が取る手段も非暴力的でなけれ

ばならない。…さらに力は民衆のものでなけ

ればならず、民衆のためと称して支配しよう

とする前衛的人間に握られてはならない｡」

(Ibid.：８３－８４；１０３－１０４）とされている。

すなわち、民衆による開発運動を担うのは、当

事者である民衆自身の組織であって、それは、

次のような要件を充たすべきとされる。

「①メンバーの利益への奉仕に正当性の根拠

を置く、互恵的な集まり…

②最終的な権限がリーダーにではなくメン

バー自身にある、民主的な構造…

③存続して行くうえで、部外者のイニシア

チブや資金に依存しない、自立的な組織

…」（Ibid.：１００；125）

それは、具体的には、「自立的な協同組合、

土地なし農民の組合､水利組合､葬儀組合､信

用組合（creditclubs)、労働組合、商人組織

(tradeassociations)、政治的利益団体など」

(Ibid.：ただし訳文は若干変更）としてイメー

ジされている。

さらに、「政府、企業、ポランタリー組織」

という３つの「第三者組織」を「民衆自身が支

配できるように｣、「当事者組織である」「民衆

組織へと転換していく」ことが重要であると

する。このようにして、民衆組織の発展をは

かっていくことを、「新しい世代の」ポランタ

リー組織の中心的課題とすべきというのであ

る。（Ibid.：１００－１０２；１２５－１２７）

このように､第三世界の変革は､前衛党が指

導する暴力革命ではなく、救援や開発にかか

わる南北のＮＧＯが協力して、民衆の変革連動

を支援する「市民のポランタリー活動」を展

開すること、いわば、ＮＧＯが主導する市民社

会の運動によって達成されると展望されてい

た。

第１表によって、被支配階級としての民衆と

いう視点から見た､主流派戦略への批判と、代

替戦略の対置の具体的内容を確認しておこう。

経済成長を第一の目標として追求する主流派

戦略は、理論的前提からして、民衆中心の代

替戦略とは異なる、というわけである。そし

て、このような前提の相違の原因として、基

本的な価値観の相違が具体的に指摘されてい

る。政策の方向性はこのような価値観と前提

の相違から導き出されるものとして示されて

いる。主流派については、強者の欲求充足を

善とし、そのための経済活動の拡大、生産手

段の集中を善とする価値観から、市場メカニ

ズムに導かれた資本主義システムの有効性と

いう大前提が置かれ、もろもろの政策が導き

出されるとする。代替戦略は、まず、将来世

代をも含めた万人の自己決定権の保障を善、

－６－ 
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それゆえ生産手段への支配力の集中を悪とす

る価値観から、政府と市場の能力への不信､経

済的権力集中への警戒が前提され、地域自立

と分権的な民衆権力を柱とする諸政策が例示

されている。ここに見られる強烈な地球資源

の有限性認識については、後にエコロジーと

の関連で改めて検討する。ここでは、市場の

分配能力への一般的な不信が、代替戦略の前

提として挙げられていることに注目したい。

この点は、後に、修正されて、独自な「思慮

深い市場」が、むしろ代替戦略の前提の中心

に据えられていくことになる。

こうして「経済成長第一戦略」に対置された

｢民衆中心の開発戦略」は、さらに第３世界諸

国にとっての代替的な「公正第一の持続可能

な成長」戦略として、発展段階論的に具体化

されている。その内容を第２表で確認してお

こう。そこでは、生産財改革を「中核」とし

て、スミス的、あるいは大塚＝赤羽的ともい

うべき、土地所有改革を基点とする農村内部

からの局地的市場圏に導かれたバランスのと

れた工業化のイメージが、政治的基盤への配

慮も含みながら注意深く展開されている。そ

れは、いわゆる『農業綱領の改訂』において

レーニンによって、旧来の封建的地主層が温

存されることによって政治的・文化的民主化

を伴わないまま資本主義が発展する「プロシ

ャ型の道」の対極に設定された、資本主義発

展の「アメリカ型の道」論に対比すべきかも

しれない。⑫そして、２０世紀初頭の国際情勢

と連動するロシア国内情勢の進展を見つつ、

上述の「2つの道」論を前提とするアメリカ型

の道を追求するロシア民主化の展望から、『帝

国主義論』を前提としてよりラディカルな革

命論を展開していったレーニンのように、

コーテンも、このような発展段階論的な地域

経済あるいは国民経済建設の展望から、２０世

紀末の世界政治・経済における権力関係の圧

倒的なアンバランスの分析をもとに、さらに

見通しを転換していく。

第１表主流派戦略と代替戦略における、前提、価値観、および政策の方向性

経済成長第一の戦略 民衆中心の開発戦略

①物理的資源の無限性。
②環境による廃棄物吸収の無限性。

③資本投資不足→経済成長不足→貧困、

という因果関係。

④国際市場での自由競争の存在。
⑤対外借入金の輸出向け生産的投資。

⑥一次産業の生産性上昇による労働力余
剰の二次産業への吸収。

⑦市場による経済的便益の分配。

①物理的資源の有限性。

②廃棄物吸収の有限性。

③政府は権力者の利益を優先。
④政治的・経済的権力の結合。

⑤市場による分配は富裕層を優先。

⑥公正･持続可能･寛容な地域共同体の建
設を基盤。

⑦資源を地域共同体の多様なニーズに割
り当てる。

⑧地元の人々による天然資源の支配によ

って責任ある管理の実現。

前提

－７－ 



アジア・アフリカ研究（第３７６号）

価値観

①先進国、富裕層の欲求充足は善。
②天然資源の価値の過小評価。
③あらゆる経済活動の拡大は善。
④経済に奉仕するために労働者が存在。
⑤生産財の所有・支配権の会社への集中
は善。

①全人類の生活保障のために地球資源の
利用。

②将来の世代の生活も保障。
③万人が生産に貢献する権利。
④生産財の支配権集中は悪。
⑤国民主権。

⑥地域経済は多様かつ自給自足が善。
⑦万人に自己決定権。
⑧地球市民としての権利と責任。

政策の

方向性 ①世界市場での比較優位産業への特化
②輸出向け天然資源採掘・採取の促進。
③外国からの株式・貸付け投資の促進。
④投資に関する規制緩和・撤廃。
⑤外資を用いた国内経済の刺激。
⑥大規模生産への投資集中で「規模の経
済」の追求。

⑦農村労働力の都市移動の奨励。
⑧労働コスト抑制で競争力維持。

①家庭、地域レベルで経済の多様化。
②地産地消の資源配分と自立した地域経
済。

③地域の余剰産物による資源保全と両立
する貿易。

④地域社会と生産者による資源、生産手
段の所有と支配。農地改革などの推進。
⑤自発的な民衆組識の結成と意思決定へ
の直接参加。

⑥地方自治の徹底。
⑦行政の透明性確保。

⑧循環型経済にインセンティプ。
⑨家庭や地域経済のための投資。
⑩中小企業、省資源･労働集約型、地場産
業､国内市場の効率､地域経済連関を奨
励する投資。

⑪小規模有機農業優遇。
⑫情報集約型技術優先。

⑬外部資金導入を避ける。
⑭能力開発・教育投資を優先。

⑮地域共同体への共同責任、自然との調
和。

⑨政治的発展の抑制により政府主導で
効率的開発政策の推進。

[出所］Kortenl990＝１９９５：42-43068-70；55-57.82-86によって作成。

第２表公正第一の持続可能な成長戦略

段階 政策

第１段階＝変革への下準備

【本質]洲騨轤瀧自露:灘黙諾iii霧延mii噸識。
階の生産財改③司法の近代化・専門化で法の支配の実現。
革への政治的.④軍縮、文民統制の強化。
制度的準備。⑤女性抑圧の経済的・政治的・社会的制約の撤廃。
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⑥地方行政の財源、権限の強化。

⑦公正第一の成長戦略についてキャンペーン実施。

⑧人口抑制、予防保健事業の強化。

【移行】政治的支持基盤と人々の基礎能力完成。

第２段階＝生産財改革と農村インフラ整備

①生産財、とくに農地の抜本的再配分。ＮＧＯ、民衆組識、地方行政の指導的役割

【本質】戦略全のもとで。

体の中核であ②協同組合、従業員所有企業の結成促進。
る生産財改革③遠隔地の運輸コスト削減のためインフラ整備。

を前提に農村④農村地域での電話その他の通信手段の整備。

インフラ整備。⑤地方での紛争解決、調停メカニズムの確立。

【移行】新たな生産財所有者の生産性向上の必要。

第３段階＝農業集約化・多様化

①自己消費作物を基礎に換金作物生産で集約化、多様化。

【本質】農村地②有機・循環型技術の採用で投入材の極小化。
域必需品市場③零細農家、零細事業への信用供与拡充。
の形成④農民管理の協同組合での農産加工・販売体制の強化。

⑤市場カルテル、運輸業独占などの排除。
⑥国内農業保護政策。特に補助金付き輸入食料から保護。

⑦零細地方生産者に不利な課税・価格政策の撤廃。

【移行】農村での工業製品需要の形成。

第４段階＝農村地域の工業化

①農村市場向け中小規模農村工業の振興。

【本質】農業依②中小企業の新規参入や活性化へ規制緩和、自由競争。
存からの脱却③大規模産業優遇策の撤廃。

④外国産品からの国内市場保護政策。

【移行】農村工業生産力を超える国内需要の形成。

第５段階＝都市地域の工業化

①農村地域のニーズにあわせた都市工業の振興。（輸入代替ではない）

【本質】技術的
基盤の確立。

【移行】農村工業生産力を超える国内需要の形成。

第６段階＝輸出の促進
①余剰生産能力での海外向け生産の奨励。再生不能資源の価値を高くする価格設

【本質】外貨獲定で。

得と物理的資
源保全

[出所］Kortenl990＝１９９５８７８－８０；９４－９９によって作成。
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２－２．変革の腺題設定 Kortenl990＝１９９５においても、第３表に

示したような、「社会変革の行動計画」は提示

されており、そこでは、内容的には、むしろ

広範囲な課題が､第３世界に即して提示されて

いた。しかしながら、Kortenl995＝１９９７に

おいて、会社による世界支配の実態を詳細に

分析したあとで、「植民地化された私たちの政

治と経済を取り戻し、民衆の権利を回復する

ために、体制を変革する方法」（Kortenl995

＝1997：３０８；388）として、「巨大会社の力

と自由を制限し、民主主義を再生し、民衆と

地域社会の権利と自由を回復すること」

(Ibid.）を「最終目的」とする「エコロジー革

命（theEcologicalRevoluUon)」の課題と

して提起されたものを見れば、政治･経済･地

域を会社支配から取り戻すという課題設定の

特色は明らかであろう。すでに第３世界の特

殊性を配噸した表現は完全に消え、全世界共

通の敵としての巨大会社に対抗して、地域社

会をエコロジカルで自立的なものとして再開

発するという設定になっている。それは、先

進国の社会問題と第３世界の問題を同時に視

野に入れながら、地球規模での地域中心のエ

コロジカルな経済再編を提起する、たとえば

GorzやBookchinのようなエコロジストの社

会変革論と重なり合う。この点は、後にエコ

ロジーの問題として取り上げたい。また、こ

こで、選挙改革や文化の問題が詳細に取り上

げられていることも、彼の議論の特色をなす

ものであるが、これについても、後で公共圏

「救援と開発に換わる大規模なＮＧＯが…民

衆中心の発展に向けた変革をリードするよう

になる」という「1990年当時の期待」につい

て、1995年のコーテンは、「今日、私は懐疑

的である｡」（Kortenl990＝1995への日本語

版序文、８ページ）と書いた。すでに1992年

の夏には、コーテンは、「アメリカの『成功』

が世界にどれだけ大きな問題をもたらしてい

るかを,悟り」、活動の足場を東南アジアから

｢諸外国に押し付けてきたのと同じ政策のせい

で、いわば国内に第三世界が作られている」ア

メリカに移して、「問題の出所であるアメリカ

で行動を起こ」し始めていた。（Kortenl995

＝１９９７：８；１２－１３） 

こうして、Kortenl995＝１９９７では、「も

はや人間にはコントロールできないまでに肥

大したグローバルな経済システムが問題」

(Kortenl995＝１９９７：１３；１９）とされ、「グ

ローバル経済は、公益に責任を負うべき政府

を弱体化させ、目先の金銭的利益にとらわれ

た一握りの会社や金融機関に権力を与えてし

まった。そのため、ごく少数のエリート層が

経済力と政治力を独占するようになった｡」

(Ibid.：１２；１７）とされるような、グローバ

ルな権力独占の解体が中心的な課題とされる

ようになった。第３表によって、このような変

革の課題設定の具体的な内容の変遷について

確認しておこう。
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容的にみて、両者にほとんど変化はない。と

はいえ、「貨幣を交換媒体に限定する」といっ

た表現の登場の背後には、興味深い市場認識

の転換がある。次にこの点についてみよう。

の問題として取り上げることにしよう。

さらにKortenl999＝２０００における「生命

ある人間の権利を取り戻すための課題」と「エ

コロジー革命」の課題とを比較してみれば、内

第３表変革の課題設定

Kortenl999 

生命ある人間の権利を取り戻す
ための課題

Kortenl990 

社会変革の行動計画

Kortenl995 

エコロジー革命

ｌ和解と非軍事化の推進１政治を取り戻す１政治民主主義の復活
①地球規模の非軍事化。①会社の政治活動を禁止。①選挙活動改革

②軍事資源使用を民生に転換。②選挙活動改革。（１）政治献金の制限。
③南への軍事援助を民主的小規（１）テレビ選挙広告禁止。（２）政治資金の公費支給。
模文民統制付きの軍隊に限（２）選挙費用の上限設定。（３）無料の政見放送。
定。（３）公共の補助金と個人の非課②会社の政治活動を禁止
２過剰消費と過少消費のアンパ 税小額献金のみに選挙費用２法的な会社人格化廃止
ランスの是正財源を限定。①当面、公共の利益の範囲内、

①過剰消費の削減。③文化を取り戻す。管轄区域内に活動を限定。
(1)環境技術への経済的インセ（１）メディアの独占禁止。②最終的に、営利追求の会社を
ンティブ導入。（２）広告費の経費扱い課税控除禁止。

(2)生活様式や生活の質につい廃止。広告禁止へ。３国際企業と国際資金フロー規
ての考え方の変革。（３）会社の学校経営、校内広告制の国際協定。

②過少消費者の環境技術導入のの禁止。①金融投機の禁止。
支援。２経済を取り戻す。②巨大国際企業の分割。
③人口増加抑制。①0.5％の金融取引税。③WTO､世界銀行､ＩＭＦなどの
④資源・環境保全行動推進。②短期的キャピタルゲインへの段階的廃止。
(1)持続可能農業への転換。累進付加税。４企業優遇の廃止
(2)人の移動ではなく電子通信③要求払い預金に対する１００％①公的直接補助金と税制優遇措
の利用促進。の預金準備義務。置の廃止。

(3)自動車でなく公共輸送。④デリパティプの規制。②天然資源利用と汚染物質排出
(4)再生資源利用への優遇措置⑤地域に根ざした銀行の優遇措に環境税。
導入。霞。③企業への公共便益税あるいは

(5)短期収益を最大化して資源⑥独占禁止法の厳格適用。コスト補償税の賦課。
略奪型開発を促進しがちな⑦従業員・地域社会による会社④企業補助金給付国からの輸入
企業乗っ取りの禁止。の買い取り権。に補償関税。

(6)環境や人権に考慮した経済⑧課税対象のシフト。社会や環５貨幣を交換媒体に限定
計算体系の導入。境に負荷を与える活動、輸入①銀行から投機への資金提供の
３精神的な発展品に課税。禁止。
①権力者に責任感を持たせる。⑨各年ごとの利益還元。法人税②投資収益以上の税率のキャピ

廃止、株主配当金に課税。ダル・ゲイン課税。

⑩会社優遇措置の廃止。
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②生命を重視する女性的意識と地域企業は例外。③地域通貨の奨励。
文化に移行。⑪知的財産権を発明コストと利④要求払い預金準備率を１００％
③女性を指導者の地位に。益回収の最低限に制限。にし、政府の通貨創造能力回
４家庭内の平等の確保と子供菱⑫万人に無条件の一定所得保復。
青への役割の強化障。公共予算による国民健康⑤金融資産保有税導入。
５政治と経済の民主化保険制度。実力本位の公的大⑥コミュニティー・バンキング
①政治的民主化の促進学奨学金制度。途上国では農の復活。
(1)普遍的人権の国境を超えた地改革など天然資源への平等⑦金融資産担保の禁止。
保障原則の確認。なアクセス権保障。⑧国際資本移動の禁止。

(2)国際援助にあたって、非民⑬累進所得税および消費税。段６経済民主主義の推進
主的独裁国家への政府援助低所得レベル、基本的必需品①利害関係者による所有制度の
を禁止し、ＮＧＯ援助のみとの非課税。推進。
する。⑭雇用の平等な配分。（１）労働者や地域社会に優先買

②経済力の公平な分配＝生産財３グローバルなシステムの地域収権。
の支配への民衆参加。（農地化（２）売却株主への税制優遇措置。
改革、水域改革、協同組合づ①低所得国対外債務の軽減。（３）年金基金を労働者所有制に
くり、従業員持株制度、小規②国際金融取引税。転換。
模ビジネス支援、労働組合の③国際貿易と投資の規制。国際（４）銀行融資への優遇措置。
権利保障など｡）協定による独占企業の解体.（５）一定額以上の個人金融資産
６貿易と投資の変革規制。税から買収資金の提供。
①国内投資・交易優先措置。④環境資源の監視機構。有害廃（６）既存の従業員持株制度の改
②関税と補助金の見直し（環境棄物の投棄・取引の監視。革。
と貧困層を配慮)。⑤プレトン・ウッズ体制の解体②独占禁止法の改変、厳格化。
③天然資源保護と情報資源の共（１）世界銀行閉鎖。＜具体的行動案＞
有（天然資源価格の低落防止、（２）IMF解体。国連国際金融機１個人・家族レベル生活の簡素
特許権の制限)。関の創設。（その任務；①低所化、地域内での購買、生命を肯
④環境コストの転嫁禁止と国際得国の清算プロセスの管理。②定する職業の選択、代替情報の
基準の設定（有害廃棄物輸出の国際金融市場の規制。③為替収入手、地域銀行での貯蓄、社会
禁止、消費者保護の国際基準導支バランス維持のために各国が的責任投資、自動車依存の軽減、
入)。政策協議する場の提供。④ユー改革団体への資金援助。
⑤持続不可能な対外投資の阻止ロダラーの規制。⑤外国為替取２地域レベル
(持続可能投資の優遇)。引に0.5％の課税｡）指標策定プロジェクトに参加、
⑥貿易収支のバランス。（３）WTO解体。国連国際貿易健全市場要覧の作成、地域通貨

投資管理機関創設。の支持、者肺拡大制限、地域目
（任務；多国籍企業および国際立支援、政治参加。
貿易規制の協定作りと、各国政３国家レベル＝政治的権利の活
府の政策調整の場を提供｡）用、参加。

４国際レベル＝国際市民組織へ
の参加、国際機関改革推進、
地方政府外交の推進。

[出所］Kortenl990＝１９９５：l63-179i207-23、Kortenl995＝１９９７：307-3246388-409、
Kortenl999＝２０００：１８８－２００＆２６６－２７５；２８５－３０３＆４０５－４１９によって作成。
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２－３．「思慮深い市場（MindfuIMarket)」

輪

が、ガン細胞は体全体への影響などお構いな

しに勝手に成長を始め、自分にとっても栄養

の供給源であるはずの体を最終的に破壊して

しまう。私は体内のガン細胞の発達過程を学

ぶにつれ、資本主義をガン細胞と呼ぶことは

比噛というよりは、市場経済の病理診断その

ものだと言ったほうが正しいような気がして

きた。病気の原因は、市民や政府による適切

な監督不足にある。病気を取り除くことによ

って、民主制度（democracies）と市場経済

(marketeconomies）の健康を回復すること、

それが未来への希望をつなぐ糸である。」

(Kortenl999＝２０００：１５；２４－２５、引用冒

頭文中の邦訳本での「暴君の道具となった市

場｣を、「市場という暴君」に、続く文中の「健

全な市場」を「健全な市場経済」に改めた｡）

ここでみられる資本主義と市場経済との関

係の把握は、興味深い。おそらく邦訳本に見

られる混乱の原因であろうが、Kortenl995＝

1997からKortenl999＝２０００に至って、市

場に対する考え方が、いわば180度転換して

いる。「市場という暴君」が、会社や金融機関

を道具として用いて地球と人類を破滅に導く

という市場性悪説から、会社や金融機関を道

具として悪事を働く暴君は「資本主義」であ

って、市場は、いわば被害者なのだ、という

市場性善説への転換である。すなわち、もと

もと健康だった市場経済が、「市民や政府によ

る適切な監督不足」によるガン細胞の発生に

見舞われ､病気＝資本主義にとりつかれた、と

Kortenl995＝1997では、巨大化して権力

を独占するにいたった会社は、「市場という暴

君」の道具となって、癌のように地球を蝕む、

という表現がある。⑬

「こうして、かつて人びとに恩恵をもたらし

た会社や金融機関が、今や市場という暴君（a

markettyranny）の道具となってガン細胞

(ａcancer）のように地球を覆い、ますます多

くの地域を搾取し、生活を破壊し、故郷を奪

い、民主制度を骨抜きにし、飽くなき金の追

求に走っている｡」（Kortenl995＝１９９７：１２；

18、邦訳ではamarkettyrannyを単に「暴

君」と訳しているため、「市場という暴君」と

改めた｡）

「ガン細胞」という比嚥は、この当時は、「単

なる比噛」であったが、Kortenl999＝２０００

に至って、単なる比嚥以上のものであるとさ

れようになる。

「本書ではその議論をさらに進めて、問題は

市場という暴君ではなく、資本主義そのもの

にあると考える。健全な市場経済（healthy

marketeconomy）にとっての資本主義とは、

健康体にとってのガン細胞のようなものだ。

ガン細胞が発生するのは、遺伝子の損傷によ

って、細胞が体全体の一部としての役割を忘

れてしまった時である。もちろん、体全体が

健全に機能するのが細胞の存続の必須条件だ
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いうわけである。そこで、「健康を取り戻すに

は、欠陥細胞を取り除くか殺してしまう根治

療法が必要」であり、「資本主義というガンを

治療して、民主主義、市場、人権、自由を取

り戻すには、有限責任しかもたない営利民間

企業の制度を事実上排除する必要がある」

(１９９９＝２０００：１５；２５）とされる。そのた

めの個々の政策課題は､第３表に詳細にまとめ

てあるとおりである。

さらに、民主主義(民主制度）と並べて、「未

来への希望」とまで持ち上げられているコー

テンにとっての理想的な市場経済の内実につ

いてみておこう。

第４表を見よう。それは、Kortenl999＝

2000第２章における資本主義と「健全な市場

経済（HealthyMarkets)」との比較表に、第

８章で「思慮深い市場（MindfulMarket；邦

訳本では「健全な市場」と訳されている)」の

１０の原則とされているものを該当する項目に

あてはめて、ひとつの表にまとめたものであ

る。ここで資本主義と対比されている健全な

市場経済の特質は、「アダム・スミスや彼の考

えを踏襲した後継者たちが説いた市場理論」

(Kortenl999＝２０００：４０；６３）を示し、「思

慮深い市場」の１０の原則は、「市場理論と古

来の生命の智恵を組み合わせたもの」（Ibid.：

155；234）とされているが、第４表から明ら

かなように、その内容は、ほぼ同一である。

第４表から明かなように、コーテンにとって

の健全な市場経済は、第一に、「利害関係者の

所有制（StakeholderOwnership)」による

中小企業の世界である。利害関係者とは、「労

働者、経営者、サプライヤー、顧客、企業の

諸設備のある地域社会の構成員などを指す」

(Ibid.：１７０；259）とされ、利害関係者の所

有制の実例として「農業協同組合、信用組合、

消費者生活協同組合、労働者所有企業」など

がイメージされている（Ibid：171；259)。す

なわち、生産手段の所有者としての資本家と

｢生産手段から自由な」（マルクス）無産者と

しての労働者とへの階級分化が否定されてい

る。万人が生産手段の所有者となる世界。し

かも私的・個人的な所有ではなく、地域的な

中小企業の規模での協同所有。いわば小規模

な社会的所有制である。⑭

第二に､政府による、強力な経済活動への規

制と介入が要請されている。すなわち、「境界

線（border）を維持」し、「共通善（ｃｏｍｍｏｎ

good)」や「人間の利益（humaninterest)」

を守るために、政府が介入する介入主義国家。

しかも第３表で確認できるように、エコロジー

革命の課題の中には、「万人に無条件の一定所

得保障」や「公共予算による国民健康保険制

度」まで提案されている。しかしあくまでも、

｢生命（life）中心の価値観」を共有し、「倫理

的文化の維持（Maintainanethical

culture)」を原則とする「市民社会」による

政府のコントロールが前提されている（｢大衆

参加（Populist）、人間中心の民主主義

(democracyofpersons)｣). 
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第４表コーテンによる資本主義と健全な市場経済の比較

資本主義健全な市場経済思慮深い市場の10原則

価値の中心貨幣生命①生命を価値判断の基準に

目的金持ちの金儲けのために全ての人の基本的ニーズ④公平のための闘争
金を使うを満たすために利用可能

な資源を使う

企業規模巨大企業中小企業③人間的な規模の企業と

コスト外部化内部化②コストは意思決定者が負担す
る

企業所有形態不在所有者による非人間地元密着型の人間的所有③利害関係者による所有制の奨
的所有励

融資資本グローバルで境界なし地元あるいは国内。境界⑧境界線を意識する
の遵守。

投資目的個人の利益の最大化公共の利益の拡大④公平のための闘争

利潤の定義最大化すべきもの生産的投資へのインセン
ティプ

経済システム巨大企業による中央集権自己組織能力をもつ市場⑦多様性と自立性の追求
型計画経済とネットワーク

協力形態競争参加者間のカルテル｡民衆、地域協同体間の協⑤完全な情報開示

競争による規律を排除す力⑥知識・技術の共有
る。共通善を増大させる。

競争の目的不適者の排除効率と革新の追求⑥知識・技術の共有
⑦多様性と自立性の追求

政府の役割財産保護人間の利益の向上⑨政府が果たすべき役割を尊重
する

貿易自由貿易公正な均衡貿易⑦多様性と自立性の追及

政治エリート支配、貨幣中心大衆参加、人間中心の民⑩倫理的文化の維持
の民宅主義主主義

〔出所〕Kortenl999＝２０００：４１＆１５５１６７＆234によって作成。

(訳文は若干変更してある）

第三に、企業によるものであれ、国家による

ものであれ、中央集権的で大規模な計画経済

が否定され、分権的で自律的な小規模経済が

イメージされている。

もっとも、いわゆる「規模の経済」が否定さ

れるわけではない。「効率と革新」が追及され

る限りで、競争は奨励される。むしろ巨大な

組織は、「人間的な規模（human-scale)」で

はないとして、経営学における組織論を紹介

しつつ、コミュニケーションの可能性の面か

ら否定されている（Ibid.：１７４－１７６；264-

267)。いわば組織論的な中小企業中心主義で

ある。

第四に､市場は､生産にかかわる独自なコミ

ュニケーションを行う公共の場として厳密に

規定されている。小規模で自律的な中小企業

は、相互に「情報を完全に開示（full

disclosure)」することによって、「知識･技術
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を共有」する。そのうえで、各企業は、境界

内ではまったく自由に、コスト負担を転嫁す

ることなしに「生産的投資」を行ない、政府

の規制を遵守しつつ「多様性と自立性

(diversityandself-reliance)」を追求す

る。それは同時に企業の「利潤を追求」する

ことでもある。このような自由な企業活動は、

企業どうしの競争になる。各企業は公開の場

で生産物を評価されることによって、それぞ

れの企業の「効率と革新」の度合いを事後的

に確認する。その際、情報開示、知識・技術

の共有､境界の維持、コスト外部化の禁止､政

府規制遵守といったゲームのルールを参加者

が守ること、さらに生命中心、公平性、倫理

的文化の尊重といったゲーム参加者の間での

規範の存在が前提されている。「思慮深い市

場」は、このような、企業どうしの独自なコ

ミュニケーションの場としてイメージされて

いる。商品交換の価値法則の作用の場はこの

ように限定され、社会全体を支配できないも

のとして、利害関係者所有制企業の側の思慮

によって、いわば飼いならすことが展望され

る。すなわち、彼にとっての健全な＝思慮深

い市場とは､ハーパーマスの用語を用いれば、

コミュニケーション的行為としても把握され

た生産物の交換であって、戦略的あるいは合

理的行為としてのみ把握された商品交換では

ない。資本主義は、戦略的あるいは合理的行

為のみからなる物象化のシステムとして、コ

ミュニケーション的行為によって生産物交換

がおこなわれる公共圏としての市場と対立さ

せられ、断罪されている。⑮

以上の分析から、「思慮深い市場」を核とす

る彼の市場経済の理想像を、市民社会が主導

する中小企業中心の地域市場社会主義と呼ぶ

ことができよう。このような市場経済の把握

に照らして見ると、こんどは、資本主義の把

握の特質も明かになる。すなわち、資本主義

は、独占的、寄生的、腐朽的なものとして、

レーニンの帝国主義論を思わせるような、不

公正な性格をもつものとして捉えられている。

ただしレーニンにあるような、生産の集積･集

中による生産力上昇と労働者の結集・陶冶に

関する資本主義のポジティブな側面への評価

はない。地球環境問題が全面に出され、もっ

ぱらガン細胞として捉えられている。それで

も、もともとの健康な市場経済は、癌細胞の

背後に脈々として生きており、「市民や政府に

よる適切な監督不足」によって、ガン細胞が

発生して病気になっているだけなのである。

そこで、「欠陥細胞を取り除くか殺してしまう

根治療法」として、「有限責任しかもたない営

利民間企業の制度を事実上排除」することに

よって、「資本主義というガンを治療して、民

主主義、市場､人権、自由を取り戻す」（1999

＝２０００：１５；２５）ことが可能とされるのであ

る。叩）
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３ジェンダー：平等参加からエコフェ

ミニズムヘ

のパワーにも注目している。「80年代のピー

プル・パワーの大きな前進の一つに、女･性の

解放がある。女性が発展にどれだけ貢献して

いるかについての認識が深まり、従来制限さ

れてきた政治・経済活動への参加が多くの国

で認められるようになってきた｡女性ならで

はの、新鮮で倫理的な視点が社会問題の解決

に寄与することも認識されてきている。」

(Kortenl990＝１９９５；２７－２８；４３） 

このような、いわば平等な参加を求める女

性運動のパワーを通じて、女性的精神構造の

社会をめざそうというわけである。

「民衆中心の発展は、優しく包み込む家族と

その共同体、継続性、保全、和解、自然への

思いやりと敬意、そして生命の連綿とした再

生という、より女性的な理想の実現に依拠し

ている。したがって、必要とされる意識変革

を実現する鍵は、おそらく女性が早く指導者

の地位に上ることにある。それは単に男女平

等の観点からではなく、女性特有の価値観や

志向住に基づいて多種多様な社会問題に取り

組む必要からである｡」（Ibid.：１６９；215）

こうして「女性を生産者や消費者として効

果的に参加させること」を目的とするだけの

｢女性の役割を重視した開発事業」は、「女性

たちがなしうる貢献を看過し、貢献に重大な

制限を加えるもの」（Ibid：１６９；２１５－２１６）

として厳しい批判が浴びせられる。開発論の

分野での、いわゆる「開発における女性

(WID)」から「ジェンダーと女性(GAD)」へ

Kortenl990＝１９９５には、「世界の多くの

ＮＧＯが追求する発展ビジョン」は、「これまで

長いあいだ人間社会の経済・社会生活を支配

してきた攻撃的・搾取的・競争的側面の強い

男性的精神構造に代わって、万物を育み、加

護し、そして活力を与える女性的精神構造が

支配的になることを追求する」（Kortenl990

＝１９９５：５；２２）とある。ここには、男性的

なものを人為的で破壊的なものとし、女性的

なものを、自然的で平和的・創造的なものと

して対立させたうえで、男性的なものの支配

から女性的なものの支配へと、社会構造を転

換しようとする考え方がある。このような発

想は、いわゆるエコフェミニズムの潮流に属

するものと言えよう。そして、「男性的精神構

造」と「女性的精神構造」との二項対立的な

対置のうえにたって、いささかステレオタイ

プ的にこのような議論が展開されるときの問

題性については、平和な女性というイメージ

をおしつけて、女性による家父長制権力への

挑戦を困難にするなどの批判がある

（Mellorl992＝１９９３：Ｃｈ２；第２章、

Dobsonl995＝２００１：Ｃｈ５；第５章、さらに

やや違った視点からのMies＆Shival993を

参照)。

もっともコーテンは､「民衆中心の開発」と

いう視点から、平等な参加を求める女性運動
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の転換（さしあたり田中他編2002参照）と呼

応しつつ、女性のエンパワーメン卜を追求す

るエコフェミニズムの視点（Ｍｉｅｓ＆

Shival993）といえよう。

さらに、「家族の変革とその役割」も、「社

会変革の行動計画」のひとつの柱として、重

視される。そこでは、「家族は、人間社会のも

っとも基本的な単位」であるが、「しばしば、

とりわけ女性と子どもに抑圧と従属を強いる

メカニズム」となっており、その場合には、

｢大きな変革が必要な人間社会の制度の一つ」

とされる（Ibid.：１７０；２１６邦訳本の家庭

familyを家族としたほか､若干訳文を変更､以

下同様)。そのうえで、「善意の事業が女性と

子どもを家族から切り離して扱いがち」なこ

とを批判し、「家族関係の変革こそが目標なの

であって、女性を家族から切り離すことが目

標ではない」という。（Ibid.：１７０；216-

217）そこから、ストリート・チルドレンを対

象とする事業が、「バラバラになった家族の絆

を強め、元どおりにし、両親が自分自身と子

供たちとを扶養する能力を高め、回復するこ

とによってストリート・チルドレンの数を減

らす方法は､無視されてしまっている」(Ibid：

１７０－１７１；２１７－２１８）とし、さらに、「問

題の原因を正さずに症状を治癒するだけのそ

のような事業は、そのような問題家族が、子

供たち向けのサービスを我先に獲得すべ<、

ますます多くの子供たちを路上に送り出すよ

うに促すことになりかねない｡」（Ibid：１７１；

218）と批判している。

ここには、家父長制支配の問題を踏まえた

うえで、家族の変革を提起し、家族の崩壊に

抜本的に対処しようとする問題提起は見られ

るが、代替的な新しい家族像はあまり明確で

はない。ストリート・チルドレン問題に即し

て言えば、地域コミュニティを基礎にする子

供ケア政策（communitybasedapploach）

が模索されているし（大塩2004)、その延長

には、たとえば、メアリ・メラーのようなエ

コ・フェミ社会主義者（feministgreen

socialist)による家父長制支配の廃絶を明確に

した「ケアをする」地域コミュニティづくり

の展望もある（Mellorl992＝1993：Ｃh7,8；

第7,8章)。

しかし、コーテンの場合、その後も家父長制

に関する論点が深められることはない。

Kortenl995＝１９９７においては、「エコロジー

革命」に関連して、エコフェミニズム的な論

点が若干触れられるのみである。だが、

Kortenl999＝２０００では、エコフェミニズム

的な精神性の問題が全面的に取り上げられる。

そこでは、「ほぼ例外なく男性による創造物

で､男性のエネルギーだけを一方的に表現｣す

るような「死のストーリー」に対して、女性

的な「生命のストーリー」が対置される。そ

して、「死のストーリー」に毒された「貨幣の

世界の文化と制度」に対して、「バランスと調

和のとれた社会を築き上げるために、女性の

エネルギーが前面に出てくる」ような「目覚
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め」がすでに見出せるとする。すなわち、「環

境保護運動と起業家育成という二つの重要な

分野で、女性が大切な役割を果たしている」

(Kortenl999＝２０００：２３１；348）ことがそ

れである。そして、「新たなストーリーテ

ラー」として、環境保護運動の分野では、イ

ンドのチプコ運動やケニアの「グリーン・ベ

ルト連動」などの女性中心の森林保護運動や

植林運動、『沈黙の春』から『奪われし未来』

出版に至る女･性科学者の活動、国連会議への

ロビー活動でのWEDＯのような女性団体の役

割を紹介する。さらに、起業家育成の分野で

は、アメリカの全中小企業オーナーの40％を

占めるという女性企業家の社会貢献志向など

を紹介している（Ibid.：２３１－２３４；３４８－

354)。

いまや「思慮深い市場｣論をへて、中小企業

を、大会社の資本主義権力に対抗する変革主

体の砦として位置づけるにいたったコーテン

にとって、経済活動への平等な参加を求める

女性パワーと、そのエコフェミニズムへの転

換は、無理なく戦略的に結びつけられている。

流派の開発戦略の全面的な批判を開始した

コーテン氏の興味深い経歴については、それ

ぞれ回顧的な導入部をもつ氏の三冊の主著に

言及されている。きわめて詳細な氏のホーム

ページ(http://www・davidkortenorg/)、さら

に「民衆中心の開発フォーラム」のホームペー

ジ収録された氏の伝記（httpWWww

pcdforg/About-PCDF7korten・htm)をも参照

されたい。

’同書について、後の著作で著者自身がつぎ

のように要約している。「テーマは、貧困の悪

化、環境破壊の進行、そして社会の分裂、と

いう３つの大きな危機であり、その原因は人

間を単なる手段とし扱わない経済成長中心の

開発モデルであると論じた。現代社会の支配

的制度は成長第一の開発思想の産物であるか

ら、変革は自発的な市民運動の側から起こす

しかないというのが結論だった。」（Kor‐

tenl995=1997:5;gなお、引用文献および引用

個所の表記法は、文献目録にある著者の姓の

次に、原書、邦訳の順で刊行年を＝でつない

で示し、原書と邦訳のページ数を;で区別して

示した。）同書への反響として、たとえば､開

発の問題がこれまでのパラダイムの誤りにあ

ることを経験的に示し、代替的な開発パラダ

イムに基づく問題解決の展望をＮＧＯ活動の

具体的な経験に基づいて実践的に提示した点

に注目する書評である、Ｔｏ【lenll91を参照。

Venter2001は、南アフリカの事例研究である

が、ＮＧＯレペルの開発プログラムが、「４つ

の世代」のどのレベルにまで達したかを分析

しようとする.さらに、Vcnter＆Swart2001

は、反グローパリゼーションの社会運動の到

達点と課題を「4つの世代論」に基づいて整理

しようとする試みである。邦訳本の末尾に収

録された、伊藤道雄1995は、コーテンの議論

を踏まえて日本のＮＧＯの展開を概観する試

みであるが、その図式を全而的に適用したも

のではない。開発におけるＮＧＯの役割を論

(2) 

注

(1)スタンフォード大学大学院で組織論・経営

戦略論などの学位をとり、ベトナム戦争に従

軍の後、ハーバード大学の経営学助教授とし

て出発し、1970年代末以降、アメリカ政府の

援助機関(USAID)のアドヴァイザーとして

フィリピンに渡り、１５年間の滞在の後、

ＮＧＯ活動家に転じて、アメリカを拠点に、主
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じた､峯1995も、コーテンの図式、ただし本

書以前の論文の「3つの世代」の図式に触発さ

れてＮＧＯの世代論を展開している。なお､邦

訳本は、特に明記されてはいないが、全訳で

はなく、基本的な論旨を損なわない範囲で全

体にわたって文の省略が散見する。いくつか

の興味深い注なども割愛されている。邦訳本

の「訳者あとがき」には、「翻訳は、実は１９９２

年には終わっていた。だが、当時の日本はま

だＮＧＯの社会的認知度が低く、財政的･組織

的にもひ弱な存在だった。そうした状況下で

は、辛口な本書がようやく認知され始めた日

本のＮＧＯ界に冷や水を浴びせかける恐れも

あった。」（Kortenlg90=1995:ただし邦訳

210-291ページ）とあるが､人類の知恵を一

刻も早く共有すべきが翻訳文化のありかたと

すれば、まことに残念な態度と言わざるをな

い。

(3)もっとも、赤ん坊の比輸は、WayneE11‐

wood，Ｃｅ"ｅｒａｔｍｇＰｏｗｅｒＪＡｇｍｂｆｅｔＯＣｏ〃

ｓＨｍｅｒＯＦｇα"izj"aPenang，Malaysia：Inter 

nationalOrganizationofConsumersUnion， 

1984,ｐ､３８からのものとされている(Korten

l990=1995:113,128,.1;141,164注1)。赤ん

坊の比噛を引きながら日本における開発

ＮＧＯの展開を整理し、事実上コーテンの図式

を適用した、池住2001、さらに個別のＮＧＯ

について同様の視点から回顧した、若井他編

２００１に収録の諸論文も参照。

(4)同書の原題を直訳すれば『会社が世界を支

配するとき」となる。「CorporateColo‐

nialism(邦訳では「会社帝国主義」）」といっ

た用語まで用いて、われわれの生活に入りこ

んだ「会社」のイメージを転換しようとする

同書の内容を衝撃的に伝える原題に比べると、

『グローバル経済という怪物」という邦訳本の

題名は、日常言語に密着したインパクトに欠

けるように思う。なお邦訳本では、脚注が全

訳されていない点も惜しまれる。同書は、氏

のホームページ（httpWwww､davidkorten．

ｏｒｇＯによれば、１５カ国語で出版され、１２万

部以上売れたとされ、2001年には、その後の

史実を踏まえた新しい章が加えられた増補改

訂版が出版されているか、本稿では、邦訳本

の底本となった初版本を用いる。同書は、多

国籍企業の実態に正面から挑んだユニークな

現代帝国主義論として、マルクス主義的な視

点からも高く評価された。たとえば、直接に

同書を引用しているわけではないが、ギデン

ズのような社会学者をプレインとするイギリ

ス労働党プレア政権の「第三の道」政策への

マルクス主義的な批判は、なによりも「第三

の道」が多国籍企業の支配を問題にしないこ

とに向けられている。たとえば、Calm‐

nicos2001を参照。これに関連して、岡野内

2001、および同2002、参照。

(5)たとえば、AftJl/i"αrio"ａｊＭＤｎｊのr誌の書評

（MultinationaIMonitorl999)は、会社支配を

告発するDerberl998と並べて、より徹底した

会社支配体制批判の轡であるばかりでなく、

未来社会への開発のビジョンを生き生きと示

すものとして注目している。また、Ｈｕｍ‐

phreys2003は､世界の森林問題に関する国際

レジームを具体的に分析し、国際レジームに

期待された森林保護の機能が、国際的な企業

のロビー活動によって麻庫し、レジーム全体

が「植民地化」されている現状を批判し、こ

こでコーテンがここで提案した生命の原則に

よって「資本の権利」を制限する必要性を説

いている。奥村1111などで法人資本主義論

を展開して会社支配を批判した、奥村宏氏は、

本書の提案について「おそらく多くの日本の

読者は、この本を読んで夢物語が、あるいは

７０年代の反体制運動家の戯れ言と思うのでは

あるまいか｡」（奥村2000)としながら、コー

テンの経歴に注目して同書を「米エスタプリ

ッシュメントによる大企業体制への異議申し

立て」と特徴づけ、「大いに考えさせられる刺

激的な本だ」と評価している。

西川潤氏は、Kortenl9g9=2000の「解説」
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において、「本誓は２１世紀にかけて、ミルの

『経済学原理』がかつて１９世紀に果たしたの

と同様の役割を果たしていくことが予想され

る｡」としたうえで、「社会科学書としての新

味」として、次の二点を指摘する。第１に、

｢新生物学、エコロジー経済学の見地を取り入

れ、…社会科学と自然科学を統合したホリス

ティック科学の立場をとっている｡」（434

ページ）こと。第２に、「私たちがつくり上げ

てきた『死の世界」に対する『生命の世界』へ

の…移行は、従来の社会科学が説いてきたよ

うな歴史的に必然のメカニズムではなく、個

人一人一人の選択にかかっているのであり、

なかんずく、人々の物の見方の転換、文化転

換にかかっている」（435ページ)としたこと。

けれども筆者は、本書が、従来の社会理論の

研究成果を批判的に検討したうえで、説得的

な理論展開をおこなったという意味での「社

会科学書」として成功しているとは思えない。

西川氏があげるこの二点は、それぞれの論点

に対応させて言えば、第一に、エコロジーの

視点、第二に、コミュニケーション的行為を

重視する公共圏の視点であると考える。筆者

は、さらに本書が、階級、ジェンダー、ネイ

ションの視点においても、興味深い立場をと

っていると考える。ただし、それが｢新味」と

言えるのは、上述の二つの視点も含めて、す

ぐれて実践的な代替開発戦略として、会社支

配への対抗という戦略的観点のもとに揮然一

体となって提案されているところにあると考

える。たとえば、本書で展開されたコーテン

の資本主義批判および市場擁護論は、Ｏ'D

riscoll2002によって、宗教的社会運動の立場

から、カトリックの社会活動の原則とも一致

するものとして歓迎される一方で、Ｌon‐

don2002のような書評は、同書の「良き意図」

は高く評価しながらも、厳密な論証による理

論的な分析よりも具体的な課題と行動提起を

急ぐ叙述のスタイルを厳しく批判している。

その意味で、コーテン氏の理論は、古典派労

勘価値説と、マルクス派および限界効用学派

登掛のはざまにあって、古典派理論と労働者

の現実とのギャップを見つつ模索した経済学

史におけるミルと同様に、経験主義的で誠実

な「折衷学派」と言えるかもしれない。この

点では、ミルと対比する西川氏の見解は卓見

と言えるかもしれない。なお、前出のコーテ

ン氏のﾎｰﾑページによれば､同書は､8つ

の言語で出版され、2500部以上が売れたとさ

れている。

(6)このような研究のスタイルは、ＮＧＯ活動

を集約しながら、ＮＧＯ活動へのフィードバ

ックをめざして理論活動を続けることによっ

て、研究者のみならず一般読者を含む広範な

読者をえて世界的な影響力をもつにいたって

いる点で、スーザン・ジョージの場合と似てい

る。この点に関して、両者を比較し、コーテ

ンの議論の不思議な明るさに注目した、岡野

内２００２を参照。なお、Kortenl999=2000

は､近代的世界観および価値観を批判して､氏

自身が劇的に覚醒して身につけるようになっ

た別の価値観を提示しようとするあまり、い

ささか宗教的あるいは情緒的な調子をもつ叙

述が目に付く。このように、氏において見ら

れる、すぐれてアメリカ的な近代化論から近

代批判の立場への劇的な転換は､注(1)で述べ

たような氏自身の経歴からくる体験とあわせ

て、トクヴィルが強調したような平等主義的

なリベラリズムおよび哲学的なプラグマティ

ズムの伝統といった、アメリカにおける思想

史の文脈から別個の検討を要する、きわめて

興味深いテーマである。氏自身はこのような

自らの価値観と理論の関連について十分に自

覚的であって、Kortenl995=1997では自らの

価値感について、次のように述べている。「巨

大な組織や梅力の集中に根強い不信感を抱い

ているという点で、伝統的な保守派である。

また、市場および私有財産の重要性も確信し

ている。…その一方でリベラルにも近い。差
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別される人々への同情もあるし、平等を望み、

環境破壊を憂慮している。政府の役割はきわ

めて重要であり、私有財産にも一定の制限が

あるべきだと考える。…私はプロテスタント

の家庭に育ったが、どんな宗教の教義にもす

ぐれた叡智があると考えている｡」（Ibid:9－

１０;１３－１５） 

(7)政府諸機関やＮＧＯなどが行う開発政策や

開発計画の作成、決定、実施過程とその帰結

を対象とする研究分野を、開発論、開発学あ

るいは開発研究(DevelopmentStudies)とす

れば､開発戦略①evelopmentStrategy)論は、

そこに含まれる－領域ということになろう。

すなわち、開発の諸目的、それらを実現する

道筋や諸手段を一般的な形で整理して明確に

し、各地域や各部門での個別具体的な開発計

画の作成、さらには、それに則った開発をめ

ざす行為の実践的な指針を示そうとするのが

開発戦略論ということになる。「開発戦略」を

「経済開発戦略」の意味で用いて、輸入代替戦

略から輸出工業化戦略へ、といった議論をす

る場合（たとえば、アジア経済研究所他編

１９９７)もあるが、ここではより広義に用いるこ

とにする。このような意味での開発戦略論的

領域の有名な研究として、たとえば、ＵＮＤＰ

が推進した経済成長戦略から人間開発戦略へ

の転換を論じた、Haql995=1997を参照。い

わゆる国際開発ＮＧＯの開発実践とその交流

の中から生まれてきた代替戦略は、いわゆる

第３世界の開発戦略であるにとどまらず、グ

ローバルに適用できる普遍的・一般的な開発

戦略としても提起されるようになってきた。

コーテンの理論展開に即して見れば、Ｋor‐

tenlglO=1995は、第３世界で活動する慈善事

業的なＮＧＯの多くに見られる「戦略的思考の

欠如」を批判し、戦略は、「理論あっての戦略」

であるとして、グローバルな南北問題の原因

を解明する理論を踏まえたグローバルな戦略

論の必要を提起し、彼なりの代替戦略の概要

を示すものであった。先述の「4つの世代論」

Ｉま、ＮＧＯがもつ戦略的展望のあり方によっ

て区別されている。Kortenl995=1997は、そ

のような問題解決戦略の基礎となる原因論の

レベルでの理論的探求であり、Ｋor‐

tenl9g9=2000は、さらに社会理論的な探求を

深めながら同時に戦略論に踏み込んだものと

いえよう。なお、コーテンと並ぶ優れた代替

戦略論研究であるFriedmannlg92=１９９５も、

参照。

(8)アメリカ側陣営の代表的な理論は、Ｗ･Ｗ・

ロストウの近代化論であり、ソ連側では、ス

ターリンの生産様式論ということになろう。

冷戦とこの両者を視野に入れて開発戦略を論

じた著作はまだない。そのような作業の手が

かりとなるべき優れた開発研究の理論的整理

として、Martinussenl9g7を参照。

(9)社会開発論の登場については、西川編1997

が、1995年のコペンハーゲンでの国連宇催

「世界社会開発サミット」直後の状況を概観し

ている。恩田２００１は、それらの潮流を受け

て、経済開発と区別される社会開発の学とし

ての開発社会学を構想している。さらにここ

でいう社会開発論の潮流に属するものとして、

内発的発展論と、参加型開発論があり、鍛近

の研究状況については、内発的発展論につい

ては西川編2001、参加型開発論については、

斉藤編2002､佐藤編2004、佐藤編2005を参

照されたい。なおエコロジカルな問題状況と

の関連で、持続可能な開発論、ジェンダーと

の関連で｢開発とジェンダー」論があるが、こ

れらもここでの社会開発論の潮流に分類でき

る。教科書的なものとして前者については、

Elliottl999=2003､後者については､田中由美

子他編2002などを参照。これらの潮流は、経

済成長中心の主流派的開発戦略への鋭い批判

を含むものではあるが、いずれも、多国籍企

業の世界支配を中心的問題として明示的に提

起するものではない。その意味では、主流派

戦略への代替戦略というよりは、補完戦略に
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も同様である。最近の開発研究の諸領域への

概観としては、人類学的な視野を中心にもっ

とも広範な最近の概観を試みた菊地京子編

2001、環境学や経営学の視点をも含む、松岡

俊二編2004などがあるが、いずれも、開発問

題における巨大多国籍企業支配の問題はほと

んど視野の外に霞かれている。「ジュピリー

2000」から世界社会フォーラムにいたる、多

国籍企業によるグローバル化に反対する社会

運動の世界的な展開の概観として、北沢洋子

2003,があるが、いわゆる「新しい社会運動」

の社会学的分析を意図したものではない。

George2005は、当事者による優れた運動の分

析も含む。

’階級の定義については、さしあたり、次の

ようなマイケル・マンのものを採用しておき

たい。「階級(class)とは、自然物の取り出し、

加工、分配、消費のための社会的組織に対し

て、それぞれ差異のあるく力(power)>を行使

する集団である。……私は階級という語を純

粋に経済的なく力＞のグループ分けを示すた

めに用いており、また社会成層(socialstrati‐

fication)という語を、どんなタイプであれ＜

力〉の分配を示すものとして用いている。支

配階級という語は、他の＜力＞の源泉をも独

占することに成功した結果、国家を中心とす

る社会全般を支配するに至った経済的な階級

を意味することになるだろう。」（Mann

l986=2002:25;31)引用の最後の文で「他の＜

力＞」とされるのは、マンの「組織された権

力に力〉､パワー）についてのIEMPモデル」

にいう４つのパワー、すなわち、イデオロ

ギー、経済、軍事、政治のうち、経済をのぞ

くものという意味である。この点からみれば、

コーテンの分析では、軍事的なパワーに関す

る視点が弱いことが弱点として指摘できるか

もしれない。マイケル･マンの階級概念は､権

力の解明への強烈な関心に立って、人類史上

の経験的･具体的な事例をあげながら、いわば

とどまるというべきかもしれない。ただし

｢エンパワーメン卜」論で有名なフリードマン

は、「代替開発の政治学」という視点から、も

っぱら第３世界の開発に焦点をしぼりながら

ではあるが、ほぼコーテンの代替開発論と同

様の論点を含む包括的な代替開発戦略を提示

し、そのような戦略を可能にするグローバル

な社会運動の必要性を強調している(Fried‐

mannl992=1995)。このような社会開発論的

潮流の展開と表裏一体となった開発経済学の

側の自己破産的ともいうべき展開については、

本山編1995,絵所1997､などを参照。元世界

銀行エコノミストによる開発経済学の発想と

それに基づくＩＭＦ･世界銀行の政策に対する

内部からの批判として興味深いのは、East‐

erly2001=2003である。国民のための行動を

すると想定された政府が、実際には階級と民

族によって分断されていることが、エコノミ

ストが無視してきた最大の問題点と指摘され

ている。「人はインセンティプに反応する」と

いう「基本原理」によって、インセンティプ

を無視した政策の破綻を具体的に示す個々の

具体的な論点は鋭いが、そのような発想と政

策を多年にわたって実行に導いたインセンテ

ィブは、「ドナー側」官僚の保身の問題として

指摘されるにとどまっている。組織論専攻の

経営学者として出発したコーテンは、この点

の分析をさらに進め、ＩＭＦ･世界銀行の政策

を左右しうるような権力をもつ、民間の巨大

多国籍金融機関や多国籍企業という組織にお

ける人間のインセンティプを分析することに

よって、グローバルなシステムの問題点を解

明したということになろう。なお、反グロー

パリズムを標傍する政治経済学的な開発経済

学研究も、主流派的な経済政策に対して厳し

い批判を展開しているが、国家の役割論的な

議論に終始し、より実践的な戦略論的展望を

提示することを禁欲しているようにみえる。

たとえば、野口真他編2003、またイデオロ

ギー論に踏みこんだAminl990=1996の場合

ODC 

－２３－ 



アジア・アフリカ研究（第３７６号）

歴史社会学的に、普遍的な理鰄樹成をめざす

ために構成されている点が優れている。さら

に、「社会システム」の存在はおろか、なんら

かの境界をもった社会というものの存在にさ

えも懐疑的な態度をとり、個人間の結びつき

の全体を視野にいれながらそこから、「国民国

家」や「文化圏」の問題を考えようとする発

想は、今日のグローパリゼーションの時代に

とりわけ有効なものと考える。ソ連や東欧の

社会主義体制も含めて１９世紀から２０世紀に

いたる階級論の動向については、Gid‐

densl973=1977さらにMannl993=2005、教

科書的な整理としては、Giddensll97=1998，

第10章をも参照。

uｐなお、「生産財の支配」に関して、次のよう

な現実認識が示されている。

「資本主義と社会主義という二大経済イデオ

ロギーは、本来的には両者とも社会を構成す

る人々が幅広く生産財の支配に参加するとい

う理想をかかげている。しかし、実際には社

会主義も資本主義も、それをほとんど実現で

きずにいる。社会主義は、国家権力を握る者

の手に生産財を集中させてしまった。一方、

資本主義は、自らの個人的利益を図ろうと他

人の巨額の金をテコにして企業の財産を支配

する財務管理者、ことに銀行の手に支配権を

集中させてしまった｡」

（Kortenl990=1995:173;222） 

この場合、「資本主義イデオロギー」は次の

ように理解されている。

「市場での競争を重視する資本主義モデル

は、財産を所有する小規模生産者が多数を占

める市場システムを前提とする。また、労働

者の一人ひとりが生産手段を所有することに

なると明確に仮定してはいないものの、自ら

が労働者でもある企業の所有者たちの間で経

済的資産に関する支配権が広く分配されると

いう前提がある｡」（Ibid.:183,.24;233注8）
さらに興味深いことに､社会主義について､上

記の引用に続いて次のように述べている。

「民主的な統治が行われる組織を通じて労働

者が生産手段を所有するという原則を明確に

している点では、社会主義のほうが上である。

しかし、力をつけた個人の確立を基本的な目

標としている点では、両方のイデオロギーに

大差はない。ちがいは、その目標をどう達成

するかにある｡」（Ibid）

⑫アダム・スミスの経済発展論、いわゆる大塚

＝赤羽理論、さらにレーニンの資本主義発展

論に関しては、激しい論争と膨大な文献があ

るが、今日ではほとんど忘れ去られた感があ

る。筆者はこれらの論争の中に、いまだに検

討を要する貴重な論点が含まれていると考え

ているが、その全面的な総括については他日

を期したい。大塚＝赤羽理論については、赤

羽１９７１、レーニンについては、雀部1980を

さしあたり参照されたい。

⑬癌の比噸は、McMurtrylll9=2001におい

ては、より全面的に展開されている。同書は、

コーテンヘの謝辞も含み、このような議論が

かなり一般的におこなわれていたことを示唆

している。なお､癌の比噛は、1995年の論文

（JohnMcMuTtry,"TheSociallmmuneSys‐ 

temandtheCancerStageofCapita1ism,，， 

Ｓｂｃｉａｌ"鈍化ｅ(SpecialIssue8PublicHealth

inthel990s)，VoL22:No.4(1995),pp､１－ 

２５.)が最初とされるが､筆者未見。同密は､多

くの点で事実上、Kortenl999=2000とほぼ同

様の論点を展開する興味深い労作であるが、

若干不用意な言及が目立つ。たとえば、第四

章注31におけるハーパーマスの生活世界論へ

の言及(McMurtryl999=2000:Z79i382)は、

それを現象学の議論と同一視するものであり、

氏の議論にとっても有益なはずのハーパーマ

スのコミュニケーション的行為論への誤解を

示すものといわざるをえない。氏があの長大

なHabermasl981=1985を注意深く読まれた

ならば、ハーパーマスの「生活世界」の概念

を、日々の会話やそこから発展する討論とい
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う「コミュニケーション的行為」を通じて、マ

クマートリー氏の言う「生の世界」を回復す

る鍵として、むしろ氏の「シビル・コモンズ」

の議論を補強する概念として包摂しえたであ

ろうと思えば、残念である。

⑭ここでの「利害関係者による所有制」につ

いては、「一方で、所有に伴う様々な義務から

切り離されているような財産梅を廃止し、

…＜中略＞…他方で、労働手段の所有者であ

るかないかにかかわらず、働く者が、単なる

金利生活者(themererentier)からコントロー

ルされたり、利潤分配の要求を受けたりする

ことなく、自由に自分の仕事に専念できるよ

うな経済組織の諸形態を促進する」（Tawney

l9Z1:98-99;343ただし訳文は若干変更）こ

とを狙うトーニーの「投資機能の社会化」論

のような２０世紀初頭のイギリスのギルド社会

主義につながる議論から、「地域コミュニティ

と労働組合が、使用者が投資目的にまわそう

とする利益の分配について、より多くの発言

権を猶得すること」（MeidncT1978:14)をめざ

す、スウェーデンの「労働者基金(Employee

lnves【mentFunds)｣をめぐる｢投資の社会化」

にいたる議論を踏まえて整理する必要があろ

う。さしあたり、エコロジストやフェミニス

トの福祉国家批判も含めて、社会民主主義思

想の展開も十分に視野に入れたPier‐

sonl991=1996の手際よい整理を参照。

⑮いわゆる伝統的マルクス主義からみれば、

コーテンは、現状認識としては、レーニン的

な金融資本･独占資本の捉え方の上に立ち、代

替戦略として、万人が小資本家もしくは協同

組合出資者になることを提案しているという

ことになろう。青年マルクスならば、これを

プチ・ブルジョアの世界を永遠化するものと

柳楡するかもしれない。しかし、ロシア論以

後の晩年のマルクスやネップ期以後のレーニ

ンならば、これを民主的資本主蕊と評価する

かもしれない。

Rosanva1lonl98g=1990は、アダム・スミス

を「市場社会」の建設によって「あらゆる絶

対的梅威の拒絶にもとづく個人の自律という

原則」の実現を構想した点で、すぐれて政治

的なユートピア的思想家とし、マルクスの社

会主義をもその延長上で捉えようとしている。

コーテンの市場観と重なる興味深い論点であ

るが、そこでは後述のようなコミュニケーシ

ョン論的な視点は希薄である。

コーテンのような市場と資本主義の区別

は、「真の自由市場Oealfrecmarket)」と「法

人システム(corporatesys1em)」との対比とい

う形で、McMurtry(1999=2001:40;55)にも

現れる。このような市場論をどう考えるか。

錨者は、ハーパーマスのコミュニケーション

的行為の理論(Habermasl981=1985)の問題

提起をさらに発展させるかたちで、このよう

な伝統マルクス主義・初期レーニン的なあり

うべき批判に答えうる理論的発展が可能であ

ると考える。すなわち、市場を物象化論的に

とらえれば、スミス的な市場と資本主義市場

との区別は無意味となる。しかし、コミュニ

ケーション的行為の場、あるいは公共圏と考

えれば、資本主義的な市場を排除するコミュ

ニケーション的市場を想定することが可能で

ある。コミュニケーション的市場は、スミス

的段階から始まり、資本主義市場の発展を経

てコミュニケーションを阻害する要因を作り

出しながらも、その範囲を拡大し、むしろ資

本主義市場をこえる人類規模のコミュニケー

ション市場の登場を準備してきた、とみるの

である。McMurtryll99におけるシピル・コ

モンズの問題提起を受けるならば、さらに、自

然の生態系へのアクセス、あるいはコミュニ

ケーションとして、エコロジカルなコミュニ

ケーションの契機も含めた理論栂成が可能で

あろう。

⑯有限責任制の廃止を説くコーテンの議論は、

有限責任制の成立に関する大塚久夫『株式会

社成立史論』の指摘との関連で興味深い。「近
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代的民主型株式会社」を成立させた世界史的

画期となったのは、クロムウェルによる東イ

ンド会社の改組において、民主的総会と簿記

公開に基づく監査制度が確立されたことであ

る。だがそのとき、有限責任制が規定されな

かったのはなぜか。この問いに対し、トー

ニーやゾンパルトを引きつつ、次のように指

摘されている。「ピュウリタン・自営農民的民

主制の意識がこの場合かえって有限責任制を

阻害したのではあるまいか」（大塚1969:501）

と。なお、「全社員の有限責任制の砿立」は、

王制復古以後、「東インド会社の重役の地位を

自己の腹心の地主によって占めさせてしまっ

た」チャールズ二世による1662年の『破産者

に対する布告の条例』および1665年改正の東

インド会社･新合本の『設立趣意番」を画期と

するとされており、理論的には次のように表

現されるという。「東インド会社は原始的蓄積

の使命を果たすべき前期的商業資本として、

ますますその前期的集中を高度化する必要に

いまや迫られていた。しかも集中の重みは一

に重役団の肩上に堪えがたくおちかかるに至

った。無限責任の廃止すなわち有限責任制の

確立がより以上の集中のためにどうしても必

要なこととなっていたのである。」（大塚

1969:505、補注）コーテンによる有限責任制

廃止の主張は、世界的な集中の極限に達しつ

つある株式会社の歴史に照らして検討するに

値する。
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